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〈報告要旨〉

1 60年代トヨ4の多銘柄多様量産機構の展開
一一日本自動車工業における寡占体制確立の基礎

(125) 125 

京都犬学大学院学生塩地 洋

1 木報告の目的は， 60年代後半に確立きれたときれる，日本自動車工業における寡占

体制の生産機構上の基礎を解明することにある。

2 60年代に日本自動車工業は画期的成長をとげたが，企業間競争に着目するとこの時

期は， トヨタと日産自上位2企業が V ェアを高め，また上位2企業を中心と官る合併・

捉携が進展し，寡占体制が確立した時期でもあった。そこで次の問題をたてzことがで

きる。つまわ，当該刻印企業間銃争を底流において規定した，上位・下位企業岡田生産

機構上の格差はどのような形態・内容をもってあらわれτいたのか。上位企業が生産台
数を急増させz かっ市場支配力を増大させ，寡占体制を確立させていった過程で，その

生産機構においてはどりような画期的転換を検出することが可能か。

3 従来の研究では，企業間格差白形式要因については，①量産規模格差(規模の経済

性〕②フルライン政策の展開力格差①部品製造企業の育成・系列化で白格差，等として

解明されて害た。しかし，生産機構白分析においては，設備投資規模や新鋭機械導入時

期等の羅列的な分析しかなされておらず， 60年代にお日る生産機構の画期的転換を把揮

しえていないu と〈に①フルヲインプロダク V ョン由実現機構(争銘柄量産機構)②ワ

イドセレクション化およぴ「受注」生産の実現機構(多仕様量産機構〉町分析はほとん

どなされていない。しかし， 60年代の企業問競争においては，製品差別化競争は枢要。

位置を占めており，その実現機構の分析は決定的に重要である。とくに日本 Eは量産化

と多銘柄化・多仕様化が同時期に展開されたため，量産効果も低めることな〈多銘柄

化・争仕様化をすすめるという難題が生じ，この解決策のあり方も企業間競争の規定要

因であった。そこで本報告は，多銘柄量産機構・多仕様量産機講の確立過程の解明とい

う視角から60年代トヨタの生産機精の史的展開を明らかにし，寡占体制の生産機構上白

基礎吉明らかにFることを課題とする。

4 多銘柄量産機構.①トヨタ自工にお日るプラント間分業体制=地域拡散型工場結合

体の形成。 5C年代末には本社プラントのみであったが，以後，元町，高岡，堤等と新フ

ラシトが建設され，これらのプラント間分業により多銘柄化が展開された。②委託生産

による補完。協豊会企業〈トヨタ車体等〉では， 60年代前半にはトラック・パン中心，

後半には量産乗用車をも含めた委託生産が展開された。立た業務提携企業の日野.ダイ
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ハツでもトヨタ車C委託生産がなされ， トヨタの全生産台数0)45-50%の組立生産は委

託生崖によって担当された。 i'!!桑議長mによる大型トラック・パス部門(日野)と軽四
輪部門(ダイハツ〉甲南部門町トヨタグノレ プへの編入。この過程は， トヨタグループ

としての多車種量産機構の展開過程としても把握しうるの

5 多仕様量産機構 ①生産管理機構へのコンピュータの編入。 1本の組立ラインで数

百万にも多仕様fじされた車の生産が可能となり，ワイドセレクション化が急進展Lた。

②受注・生産計画システム叩変苧。 70年時点ではデイリーオーダシステム・デイリース

ケジューリングシステムが導入され， r受注」生産化が実現された。この過程は自動車
工業史における少種・大量・見込生産から多種・穴量・「受注」生産への転換過程であ

った。

6 以上要約したトヨタの多銘柄多仕様量産機構はG:価格競争体制②製品差別化競争倖

制を画期的に強化l.-，市場支配力を強めた。日産も基本的に周様。展開を示した。そL

て，この多銘柄争仕様量産機構の展開格差という点での上位・下位企業間格差が業界再

編成の基底を形成していた。したがって，上位企業での多銘柄多仕様量産機構の確立こ

そが目本自動車工業における寡占体制確立の生産機構上り基礎をなした主結論づけうる

のである。




